
経済学はとても間口の広い学問です。国、自治体、企業、国際社会、地球環境、そして人々の

日常生活にまで、いたるところに経済学の研究テーマが存在しています。この講座では特に、私

たちの日常生活に関わりの深い経済学的なテーマを取り上げ、経済学に親しんでもらうととも

に、生活に役立つ経済学的な知識を学んでもらいました 
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 ▼ 講座内容 

 

 

平成２３年度 兵庫県立大学 生涯学習講座 

 

生活の中の経済学 
 

                          実施日: 平成２３年７月３０日（土）、8 月 6（土） 

                           会場: 兵庫県立大学神戸学園都市キャンパス 

 

第 1講  消費者行動の心理       経済学部教授  石田 潤 

 

第 2 講  公共料金の仕組み       経済学部教授  草薙真一 

 

第 3 講  私たちのくらしと金融     経済学部教授  伊藤国彦 

 

第 4 講  財政の動向と市民生活     経済学部教授  田平正典 

 

第 5 講  豊かさを実感するために    経済学部教授  植野和文 

  



消費者行動の心理 

 
 

経済学部教授  石 田  潤 
 
１．経済活動と心の働き 

 
 経済活動は人間の行う活動です。したがって経済活動には当然、人間の心の働きが関わ

っています。そのことは、経済学の土台を築いたアダム・スミス、マーシャル、ケインズ

といった過去の偉大な経済学者たちは十分に承知していました。しかし、経済学と心理学

とがそれぞれ独立した学問として発展していく過程において、経済学と心理学とは別々の

道を歩み、両者が積極的な交わりを持つことはありませんでした。ところが、１９７０年

代になってから心理学者のカーネマンやトヴェルスキーらが心理学の研究成果を採り入れ

て「行動経済学」と呼ばれる経済学の新しい分野を開拓し、さらにその功績によってカー

ネマンが２００２年にノーベル経済学賞を受賞しました。そうしたことがきっかけとなっ

て、近年、経済活動と心の働きとの関係に多くの注目が集まるようになってきたのです。「行

動経済学」自体はまだ学問として発展途上にありますが、ここでは以上のような動向を背

景にして、経済活動と人間の心の働きに関する知見を紹介していきたいと思います。 
 ここでは特に経済活動の柱の１つである消費活動を取り上げ、私たちが日常生活の中で

行っている消費者行動に関係する心の働きについて述べていくことにします。 
 
２．消費者行動とさまざまな欲求 

 
 人間の行動の原動力となるのは欲求の働きですが、消費者行動においても人間のさまざ

まな欲求が働いています。衣服を購入するという消費者行動を例に挙げてみましょう。衣

服は本来は自分の体を寒さや外敵などから守るためのものですから、真冬に寒さをしのげ

るような防寒着を 1 着も持っていない人が、寒さをしのぐために防寒着を買うのであれば、

それは「生理的欲求」や「安全の欲求」が働いているためといえるでしょう。また、衣服

を買う時「皆が着ているのと同じような服が着たい」「今流行っているあの服が着たい」と

思って買う場合は、「所属の欲求」が強く働いているといえます。皆と同じような格好をす

ることで、自分の属する集団の一員として似つかわしくありたい、流行っている格好をす

ることで、同じような格好をする人と仲間意識を共有したい、と思っているわけです。あ

るいは、「服装のセンスが良いところを人に見せたい」「高価な服を着たい」と思って買う

場合は「承認の欲求」や「自尊の欲求」が強く働いています。美的センスが優れているこ

とを人に認めてもらいたい、高価な服を着る値打ちのある人間であることを自分で確認し

たり人に認めさせたりしたい、と思っているわけです。このように同種類の消費者行動に

いくつもの欲求が関わっており、場合によって強く働いている欲求も異なってくるのです。 



 
３．商品を購入する際のヒューリスティクス 

 
 私たちは、さまざまな欲求に促され、欲求を満たすことのできる商品を購入しようとし

ます。その際、どの商品を買うかを決めるために、候補となる商品のそれぞれの良いとこ

ろや良くないところをすべて検討した上でどれを購入するかを判断すれば、最善の商品に

決めることができるかも知れませんし、時にはそういう決め方をすることもないわけでは

ありません。しかし普通は、もっと簡便な方法で買う商品を決めています。たとえば、「店

で初めに見たものに決める」、「メーカー名で決める」、「ブランド名で決める」、「知名度で

決める」、「商品イメージで決める」、「デザインで決める」、「他人の判断で決める」、「価格

で決める」、などです。一般に、判断や意思決定、問題解決などに使われる簡便法のことを

ヒューリスティクスと呼んでおり、ヒューリスティクスは、正解や最善の結論が得られる

保証はないのですが、使用が簡単でしかもある程度妥当な結論が得られる可能性も高い方

法です。そして、正解や最善の結論を得る方法が無かったり、あっても非常に面倒な方法

であったりする場合には、代わりの方法としてヒューリスティクスがそれなりに役立つわ

けです。上に挙げたような決め方はいずれもヒューリスティクスの一種であり、私たちは

商品を購入する際に通常、こうしたさまざまなヒューリスティクスを用いているのです。 
 
４．価格判断での心理的なクセ 

 
 商品の価格は、商品の購入を決める際の重要な判断材料の１つとなりますが、私たちは

商品の価格を判断する際に働く色々な心理的なクセを持っています。 
その１つは「価格が高いと、それだけ価値が高いと思ってしまう」ことです。商品自体

の本当の価値はあまり高くない場合でも、値段が高いとついつい価値が高いと思ってしま

うのです。また、「価格の台をおおよその値段として見てしまう」ことも心理的なクセの１

つです。３０００円だと高く思えて買わなくても、２９８０円だとついつい買ってしまう

のは、２９８０円をおおよそ２０００円台として見てしまうためです。さらに、心理的な

クセの１つで「値引きの率で得する程度を判断してしまう」こともよくあります。たとえ

ば７８００円の商品を７４００円に値引きしてあってもあまり買い得な感じはしませんが、

９００円の商品を６００円に値引きしてあるとかなり買い得感を感じます。値引きの額で

は９００円を６００円に値引きする方が少ないにも関わらず、値引き率はこちらの方がは

るかに高いからです。 
 
５．利得と損失の心理 

 
 誰でも得をすれば嬉しいし、損をすれば精神的な痛手を感じます。そして当然、得をし

た度合いが大きければ嬉しさも大きくなるし、損をした度合いが大きければ感じる痛手も

大きくなります。ところが、「行動経済学」のプロスペクト理論によれば、人間の心の働き



において、得をした度合いの大きさと嬉しさの程度とは比例せず、同様に、損をした度合

いの大きさと痛手の程度も比例しないのです。そして、得をした度合いが比較的小さい時

は得した度合いに見合わない大きな嬉しさを感じる一方、得をした度合いがかなり大きく

なってもそれに相当するだけの大きさの嬉しさには至りません。同様に、損をした度合い

が比較的小さい時は損をした度合いに見合わない大きな痛手を感じる一方、損をした度合

いがかなり大きくなってもそれに相当するだけの大きさの痛手は感じないのです。さらに

面白いことに、得をしたときの嬉しさの程度と損をしたときの痛手の程度とでは、損をし

た時の痛手の程度の方が大きくなるのです。たとえば、１０００円損をしたときに感じる

痛手の程度は、１０００円得をしたときに感じる嬉しさの程度よりも大きくなるのです。

だから人間は、得をしたいと思う気持ちよりも、損をしたくないと思う気持ちの方が強く

なることがよくあります。商品が値引きしてあって、買えばそれなりに得をするような場

合でも、その商品がもっと安くなる時があることを知っていると、今買えばもっと安い時

の値段で買う場合よりも損をすると思って、買うのを見合わせたり、当面必要ないもので

あっても異例の値引き価格で売っていると「必要になったときにこれよりも高い値段で買

うのは損だから」と思ってついつい買ってしまったりするのは、いずれも、損をしたくな

いという気持ちが働いているためと考えられるのです。 
 
 以上のように、人間の消費者行動には、さまざまな形で心の働きが関わっています。商

品を購入する際などに影響するそういった心の働きについて知っておくことによって、買

った後で後悔するような買い物をしてしまうのを回避したり、より満足度の高い買い物が

できるようにしたりすることに役立ててみてはいかがでしょうか。 
 
 



公共料金の仕組み 

 
 

経済学部教授  草 薙 真 一 
 
１．はじめに 

 
我々は、日々の生活の中で様々な公的サービスを利用し、その対価として、電気料金、

ガス料金、水道料金、電話料金、郵便料金、鉄道運賃、バス運賃、高速道路料金など、多

くの公共料金を支払っている。ここでは、こうした生活に密着した公共料金について、経

済学的側面からの知識を深めたい。 
 
２．公共料金の設定方法の多様性 

 
公共料金には、そもそも政府が金額を決定してしまうものがある。社会保険診療報酬、

介護報酬などがそれである。また、政府が料金に一定の幅を認めつつ認可したり、上限を

定めて認可したりするものもある。電気料金、鉄道運賃、都市ガス料金、乗合バス運賃、

高速自動車国道料金、タクシー運賃、郵便料金（第 3 種・第 4 種郵便物の料金）などがそ

れである。さらに、料金を政府に届け出ることを原則とし、問題があれば事後的に政府か

ら修正を求めることにしているものもある。これには、電気通信料金（固定電話の通話料

金など）、国内航空運賃、郵便料金（第 1 種・第 2 種郵便物の料金等）、電気料金・都市ガ

ス料金の引き下げ改定、鉄道・乗合バス運賃の上限価格の範囲内での改定などがある。さ

らに、地方公共団体が条例を定めて公共料金を決定するものもある。公営水道料金、公立

学校授業料などがそれである。公共料金の設定方法には非常に多様性があるといえよう。 
 
３．公共料金政策の目的と方法 

 
公共料金政策は、限られた資源の効率的な配分という強い要請を受けている。効率的な

資源配分を実現しにくい場合には、強い価格規制等によりそれを実現させなければならな

い。しかも、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災以降、公的サービスの安定供給の確保が最

重要視されるようになっている。国民生活に大きな悪影響を与えることがない状態で、公

的サービスの供給安定性を確保すべきである。公共料金の設定方法を改善することがその

一助になる。 
公共料金の設定を行う際に多く用いられるのが総括原価方式の考え方である。これは、

「料金収入の総計が、適正な原価すなわち効率的な事業に要する費用に、適正な事業報酬

を加えたものと等しくなる」とする考え方である。この考え方を採用するメリットとして、

以下を挙げられよう。（1）料金算定の根拠が比較的説明されやすい、（2）事業者に過大な



利益・損失をもたらすことがない、（3）消費者が過大な料金負担を負わされることがない、

（4）事業者にとって、長期的な設備投資への誘因が働く。一方、デメリットとしては、以

下を挙げられよう。（1）確実に利益を見込んでもらえるため事業者にコスト削減の誘因が

働かない、（2）原価に関する情報が事業者に偏っており、本当は原価の客観的な判断が難

しい、（3）査定コスト・申請コストが膨大で、その計算に時間がかかる、（4）物価上昇等

の経済情勢の変化に迅速に対応した料金設定が困難である。これらのメリットとデメリッ

トをしっかりと直視すべきである。ところで、実際に競合関係にはなりえない地域独占企

業どうしを一定の指標をもとに競争させ、コスト削減やサービスの向上等に努力した企業

の料金設定を有利にするヤードスティック査定は、公共料金の引き下げと公的サービスの

質の向上のために非常に有用である。このヤードスティック査定により、事業者の独占的

な料金設定が適正であるかチェックでき、料金の上限を認可するにとどめるなど手続を簡

素化して、事業者が公共料金を引き下げやすくすることもできる。さらに、事業者が公的

サービスを行うために利用する必要がある他者所有の「必要不可欠施設」が存在する場合

（電気・ガス事業、電気通信事業、航空事業などでしばしば存在する）、それらへのアクセ

ス条件を整備すること（例としてアクセス料金の低廉化や紛争処理手続の策定）も公共料

金の引き下げと公的サービスの質の向上のために極めて有用であると考えられている。 
 
４．おわりに 

 
公共性が高い事業は、今後どのような方向に向かうべきか。その答えはいろいろと存在

するが、経済学的側面からは、参入規制の緩和などにより事業を効率的にし、その質を高

めることが最有力視されている。そのように公共料金の一層の低廉化や公的サービスの質

の向上がなされることは、国民の生活に安心感や潤いをもたらし、公共の福祉を増大させ

ることに直結するからである。 
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私たちのくらしと金融 

 

 

経済学部教授  伊 藤 国 彦 
 
１．「金融」とは何か？ 

 

何となく分かったつもりでいても、いざ問われると答えに窮することがよくあります。

「金融」もその一つではないでしょうか。金融とは、貨幣による財・サービス取引の支払

いや決済のしくみと資金の融通のしくみの二つを意味します。 
私たちは、日々のくらしの中で当たり前のこととして貨幣を使っています。一般的に、

人間は当たり前のことになると、いちいちその存在意義を考えようとしなくなるようです。

貨幣のない物々交換の社会を想起してみましょう。自分の欲しいモノをもっている相手を

見つけることができても、相手が自分のもっているモノを欲しいとはかぎりません。取引

相手を見つける費用が膨大になります。相手が見つからず、取引そのものをあきらめざる

を得ないこともあるでしょう。交換において、誰でも受け取ってくれる「貨幣」があれば、

自分の欲しいモノをもっている相手に「貨幣」を渡せば、取引が成立するのです。さらに、

貨幣はどのようなモノであってもその価値を評価する単一の尺度も与えてくれます。貨幣

は、まさに人類共同の大発見です。 
どんなモノ（商品）とも交換できる貨幣が出現すれば、その能力をもった資金を差し当

たって使う必要がない人から有効に使いたい人に融通できれば、社会的に有益です。資金

の融通には、貸借、出資、保険といった形態がありますが、どれも現在の貨幣と将来の貨

幣との交換契約であることが分かります。今日では、資金の融通は日常生活に必要不可欠

であり、成長する見込みある企業への貸付や出資は経済発展にも寄与します。 
 
２．金融取引にかかわる３つの難題 

 

 貨幣の存在意義を思い起こしたのと同様に、今日では当たり前になっている資金の融通

について、もう少し掘り下げて考えてみましょう。少し考えてみると、金融取引（より正

しくは金融契約）は、そう簡単には成立しそうにないことが分かるはずです。金融取引に

は、次の３つの難題が絡むからです。 

第一に、もし資金の貸し手と借り手がそれぞれ自分自身で取引相手を探すとなれば、金

額・貸借期間・金利（利子率）・契約が守られないときのペナルティーなど、取引条件の

一致する相手を見つけて法的な契約を結ぶといった諸々の費用、つまり取引費用が膨大に

なるでしょう。 

第二に、将来のことに関する約束ですから、将来何が起こるか分かりません。お金を貸

した相手が誠実な人で返済する意志があっても、事故や病気あるいはリストラや自然災害



で失業といった理由で利子や元本の返済ができなくなる可能性があります。利子や元本が

契約通りに返済されないことによって貸し手が被る損失の可能性を「信用リスク」と言い

ます。株式や債券での資金運用では、株価や利子率の変動によって損失を被る可能性（「市

場リスク」）があります。さらに、すぐに金融契約を解約できないと、他のより条件の良

い金融取引に資金を移せずに損失が発生する可能性（「流動性リスク」）も考えられます。

このように、金融取引には将来における損失の可能性であるリスクを伴うのです。取引に

伴うリスクが大きすぎれば、取引に応じかねるでしょう。 

第三の難題が、取引当事者間で有する情報に格差がある情報の非対称性の問題です。こ

れには、「逆選択」の問題と「モラル・ハザード」の問題があります。後者は、契約後に

取引相手が契約を守るよりも守らない方が得になるとき、意図的に約束を破る場合がある

ことです。 

 

３．難題への対処方法 

 

さきの３つの難題に対処するために、様々な金融機関、金融市場、金融技術が生み出さ

れてきました。その代表例が銀行です。銀行は預金によって資金を集め、その資金を企業

などに貸し付けることを生業としていることぐらいは、誰でもが知っています。ここでは、

銀行が３つの難題をどう解決しているのかが重要です。銀行は、小口で短期が中心の預金

を大口で長期の貸付資金に変換し、貸借条件を一致させ、取引費用を節約しています。貸

し付け前には、借り手を厳格に審査し、貸し付け後にも監視することによって、情報の非

対称性の問題に対処しています。預金者には元本を保証し、借り手とは銀行の責任で貸付

契約を結ぶので、預金者に代わって信用リスクを引き受けていることになります。さらに、

預金そのものが財・サービス取引の代金の引き落としや口座振替に利用できるので、銀行

は貨幣の一部を提供しています。 

 次の例として、証券市場における流通市場の発達を取り上げてみましょう。流通市場は、

既存の証券を売買・譲渡するための市場です。つまり、そこでの取引は、売買・譲渡によ

って株式や債券の保有者が替わるだけです。ところが、この流通市場が発達することによ

って、投資家に何かあったらいつでも証券（金融契約）を譲渡できるという安心感を与え

ます。いつでも譲渡して換金できることを「流動性が高い」と言いますが、まさに難題の

流動性リスクへの対処に他なりません。その安心感が、株式・債券の売買さらには外国為

替証拠金取引（通称ＦＸ）に、多くの人々を引き込むのです。 

 流通市場に多くの人々が参加し、売買取引が活発になると、株価、利子率、為替レート

の変動も激しくなります。つまり、市場リスクが大きくなります。複数の株式や債券など

をパッケージで購入する分散投資によって、市場リスクがある程度軽減できることが知ら

れています。そこで、個人の小口資金でも僅かな取引費用で分散投資できる「投資信託」

という金融契約が発売されるようになりました。ついには、リスクを回避する手段として、

原契約はそのままでリスクの部分だけを切り離して移転や交換できる「デリバティブ」と

呼ばれる金融的手法（先物取引、スワップ取引、オプション取引）まで開発され、当然の



ように利用される時代になっています。投資信託もデリバティブも、取引費用の削減やリ

スク回避といった難題への対処から生み出されたものであることに注意してください。 

アメリカのサブプライム・ローンの証券化ビジネスは、米大手証券会社が住宅ローン債

権を買い取り、それを裏付けに譲渡可能な証券にして多くの投資家に売るという手法でし

た。このビジネスは、ローンが返済されるまで何十年は固定化されるはずの貸付資金が早

期に回収できて新規の住宅ローンに回すことができ、住宅ローンの信用リスクを投資家に

分散できるという画期的なビジネス・モデルと賞賛されていたのです。 

 

４．完全に解決できないから難題 

 

 これまで、人間は難題に対処する方法を見出して金融取引を円滑に行うことで、生活

を便利にしてきました。しかし、ある問題を軽減するための方策が別の問題を助長した

り、その方策が別の目的に使われて災いをもたらしたりすることがしばしば起こるので

す。しかも、それらの問題や災いが、私たちの身近な生活にまで及んでいます。 

 例えば、銀行の口座振替で送金が便利になりましたが、フェイス・ツウ・フェイスの

現金受け渡しでは起こりようのない振り込め詐欺の手口となっています。また、流動性

の高い流通市場があるために、あまり金融知識のない一般庶民が、株式、投資信託、先

物取引、外国為替証拠金（ＦＸ）などに投資するようになっています。リスクを回避す

ることが当初の目的であったデリバティブは投機の手段に使われて、原油先物市場や穀

物先物市場に巨額の資金が流れ込み、原油価格や穀物価格が高騰し、日常生活を脅かし

ています。 

 サブプライム・ローンの証券化で、確かに一時的にアメリカの低所得層がマイ・ホー

ムをもつことができました。しかし、その後は世界的金融危機から世界同時不況へ拡大

し、まったく関係のない国の労働者が職を失うことになりました。 

 以上のように、日常の生活や企業活動が金融、ときには自分とは直接に関係ない金 

融の動向に大きく左右される時代となっているのです。 

 

５．くらしと金融 

 

 こうした時代に、私たちは金融とどう付き合っていけばよいのでしょうか。私のお話

が、受講者の皆さん自身やご家族のライフ・ステージをベースに、今後のファイナンシ

ャル・プランを立て、現在の資産運用、借入、保険などを見直す機会になれば幸いです。 

（講座の中では、保険、資産運用、ローンについていくつかの具体例を挙げて説明しま

したが、ここでは省略しました。） 

 

＜参考になるホーム・ページ＞ 

知るぽると（金融広報中央委員会）ＨＰ http://www.shiruporuto.jp/ 

 同ＨＰ内に他の有用サイトも紹介されている。 



財政の動向と市民生活 

 

 

                         経済学部教授  田 平 正 典 

 

１．財政再建に関して 

 

 政府の負債は約 980 兆円であり（政府の資産は約 460 兆円、2009 年時点）、到底何年かで

返済できる額ではなく、まずは 2011 年度までに基礎的財政収支（プライマリーバランス、

すなわち公債発行・償還を除いた収入と支出）を黒字にすることが目標とされていた。 そ

の方法は、歳出削減と税収・個人と企業の負担を増加させるというものである。 しかし、

3.11 の大震災で支出増は確実で、財政再建は遠のいた。当然、復興債・増税の課題が生じ

ることになる。  

 そもそも、景気を良くして経済成長を達成するためには、① 増税ではなく減税し、消費

需要を高める必要がある。② 活発な貯蓄・投資が所得増加につながること、および技術革

新が新たな所得を生む源泉であることを考えると、貯蓄・投資には課税しないこと、あるい

は税制でそれらを優遇することが必要である。 つまり財政再建と景気対策とは二律背反・

矛盾した側面がある。 

 

２．財源に関して 

 

 社会保障の財源として、消費税が予定されている。復興財源については所得税（時に消費

税）が論議されている。勤労者だけでなくすべての人が負担する消費税には利点もあるが、

低所得層の負担率が大である。（給付つき税額控除は考えられる。） 所得税の課税ベースを

拡げることも考えられるが、世界的に所得税はフラット化（均一税率）しており、再分配機

能は低下する一方である。分配面での公平を考慮して高所得者が負担する意味では土地・株

式の譲渡・相続などへの資産課税が望ましい。（しかし、政治的に実現困難な面がある。） 

 

３．結論；目的と手段は整合的でなければならない 

 

 上のように、財政再建の側面からは、先ずはプライマリーバランスの均衡を目標にする必

要があり、具体的には医療サービス、年金などの福祉については負担を増やしていくか、サ

ービスのカットしかない。景気を良くする、悪化させないことを目標にするなら、所得税や

消費税の増税は避けるべきである。経済成長が目標ならば貯蓄・投資に課税しないことであ

る。 また、格差是正、分配状態を悪化させないことを目標にするなら、消費税は避けるべ

きであり、累進所得税が望まれるが、実際には先進諸国で所得税の負担は減少してきている。

復興のための所得税や消費税が論議されているが、全般的な所得低下、および所得税の累進



度が長期的に下がってきている状況を考えると、分配面での悪化を避けるために土地・株式

など資産課税の強化を図り、その税収を所得・雇用の増加に結び付ける政策こそが最も望ま

しいと考える。 



豊かさを実感するために 
 

 

経済学部教授  植 野 和 文 

 

◆伝統的な経済学には「人々が求める財（商品）の不足を解消すれば豊かになる」という

前提がある。これが“経済的な豊かさ”である。しかし今日の人々はそのような“モノの

豊かさ”に飽き足らず、精神的な豊かさを希求し、その手段として余暇活動を重視してい

る。この講義では、余暇活動は必ず精神的な豊かさをもたらすのか、という根源的な問い

から出発し、“豊かさ感”は余暇活動の量ではなく、時間を介した人と物との関わり方に依

存することを示した。 

 

◆この問いに答える手がかりとして以下のような論考を採用した。第一に、商品はそれを

手段として豊かな時間を創り出すことと結びついて初めてその意味をもつ、第二に、人々

の最大の不幸は物質的な欲望さえ満たされないことであるが、つぎに大きな不幸は欲望が

無限ではなくてあまりに簡単に（短時間に）満たされることである。とすれば“商品をう

まく用いて、いかに満足できる時間を長く維持するか”ということが豊かさの実感につな

がる。 

  

◆満足を「結果の満足」と「過程の満足」に分けて考える。前者は行動の結果から得られ

る満足であり、結果を急ぐことにつながる。例えば、食事を速く終えて空腹を癒す。後者

は行動の過程で得られる満足であり、結果を急がないことにつながる。同じ食事でも料理

を味わって堪能する。このように考えるとわれわれの行動は二種類に分類できる。第一は

「生産的行動」、つまり結果の満足の比重が大きい行動であり、例えば「手早く料理をつく

る」ことである。ここでは料理の時間は節約の対象である。第二は「消費的行動」、つまり

過程の満足の比重が大きい行動であり、例えば「料理をつくるのを楽しむ」ことである。

ここでは料理の時間は消耗の対象である。同じ料理が忙しい人にとっては生産的行動にな

り、ゆとりのある人にとっては消費的行動になる。 

 

◆生活が多忙になると結果の満足の比重が増大するため、消費的行動は劣位に置かれる。

それは時間の節約が可能なのは生産的行動であり、消費的行動では難しいからである。結

果、消費的行動に投入される時間が減少するか、消費的行動が生産的行動の性格を強める。



例えば、芸術の鑑賞やおしゃべりの機会が減り、慌ただしい旅行や食事の機会が増える。 

 

◆心理学には「快楽原則」と「現実原則」という概念がある。前者は満足を急ぐ性向であ

り、人は不快な状態を避けて本能的な欲望・衝動の即時的・直接的な満足を得ようとする。

対して現実原則は満足を急がない性向であり、成長するにつれて人は快楽原則を修正して

現実との適合を図りながら欲求を充足させようとする。ここに「満腹を急ぐこと」と「食

事を楽しむこと」の葛藤が生まれる。この葛藤を越えて、“満足できる時間を引き延ばす”

という要請に応える方法の一つが「コース料理の会食」である。そこでは予め決められた

順序で供される料理を会食者とともに味わって大きな満足が達成される。これは「適度な

禁欲のもとでの満足の最大化」といえる。その要件が「満腹を急ぐ欲求を無理なく抑える

ルｰル（作法）」と「過程の満足を生み出す消費技術」である。 

 

◆両者が揃えば、食事という行為が、作法、優れた味覚、器や盛付けを楽しむ審美眼、豊

富な話題の提供など高い消費技術をもつ人と、商品群（建築空間、料理、装飾、接客）の

協働を生み出し、“豊かさの実感”を生み出す。他にも「歴史や風土に詳しい人との旅行」

「植物に詳しい人との山登り」「写真を趣味とした旅行」「料理を趣味とする食べ歩き」「絵

画を趣味とする旅行」などがある。いずれも目的の達成（満足）を急ぐ欲求とそれを無理

なく抑える工夫が相まって満足の持続を可能にする。 

 

 

 


